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労組周辺動向 No.96 

2020 年 9 月 18 日現在 

 

1. 法・政策 

(1) 「法人企業統計調査 令和２年４～６月資産・負債等」（財務省発表）が示す「従業員給

与総額、前年同月比８．３％減」は前代未聞 

 

https://www.mof.go.jp/pri/reference/ssc/results/2020.4-6_2.pdf 

 

(2) 地域別最低賃金の全国一覧：厚生労働省

https://www.rosei.jp/lawdb/common/data/pamphlet/file/000109084_file1.pdf 

 

(3) 「派遣先にも男女雇用機会均等法、育児・介護休業法、労働施策総合推進法が適用さ

れます」―厚生労働省発行パンフレット 

 

https://www.mhlw.go.jp/general/seido/koyou/danjokintou/dl/hakensaki.pdf 

 

 

2. 法違反・闘い 

(1) 「割増賃金未払い」と松山大学の教授らが提訴 

深夜、休日労働の割増賃金が適切に支払われておらず、労働基準法などに違反するとして、

松山大学の教授３人が大学側に未払い分や慰謝料など計約２，２００万円を求めて松山地

方裁判所に提訴した。 

 

３人は２０１６年１１月～２０１９年１１月、深夜や休日の労働を余儀なくされたの 

に割増賃金が適切に支払われていないとして 1 人約３９０万～約９９０万円の支払いを求

めている。 

 

(2) コロナで「偽りの自主退職」―外国人技能実習生の相談相次ぐ 

日本で働く外国人技能実習生から、「新型コロナウイルスの影響で解雇されたのに自ら希望

して退職したことにされた」という相談が支援団体に相次いでいる。厚生労働省は、実態の

把握を進めるとともに対策を検討する。 

 

厚生労働省によると、新型コロナウイルスの影響で企業から解雇された外国人技能実習生

https://www.mof.go.jp/pri/reference/ssc/results/2020.4-6_2.pdf
https://www.rosei.jp/lawdb/common/data/pamphlet/file/000109084_file1.pdf
https://www.mhlw.go.jp/general/seido/koyou/danjokintou/dl/hakensaki.pdf
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は、把握できただけで先月の時点で３，０１４人。 

 

一方で、国が把握できた以外にも、仕事を失った実習生から「解雇されたのに自ら希望して

退職したことにされた」という相談が支援団体に相次いでいる。 

 

中には「働き続けたいと会社の担当者に訴えたものの、3 時間以上、自己都合での退職に同

意するよう迫られた」という相談もある。 

 

国は、ことし 4 月から新型コロナウイルスの影響で解雇された実習生の在留資格を「技能実

習」から切り替えて、農業や介護など 14 の業種で働くことができるようにした。この特例

措置で、最大で 1 年間、日本で働くことができる。 

だが、実習生自身の都合で退職とされた場合は特例措置の対象にはならない 

 

(3) テレビ東京系列の制作会社で労災認定：４８日間連続勤務で適応障害に 

番組制作会社「テレビ東京制作」の女性社員が精神障害を発症したのは長時間労働が原因だ

として、三田労働基準監督署が労災認定していたことが分かった。 

 

女性は２００６年に入社し番組制作に携わっていたが、２０１７年１０月に総務部に異動。

異動後も就業時間以外の早朝や深夜、土日祝日に及ぶ番組制作を続け、２０１８年３月ごろ

に適応障害を発症した。 

 

女性は労務管理について上司らに訴え続けたが、総務部に異動。コピーなどの雑務を 1 人で

任されるようになったほか、早朝や深夜の番組制作の仕事も続いた。上司のハラスメントと

受け取れる行為も繰り返されたという。会社に未払い分の残業代を求めた後には出勤停止

や減給の懲戒処分を受けた。２０１９年５月、会社に残業代の支払いと処分無効を求めて東

京地裁に提訴した。 

 

 

3. 情勢・統計 

(1) 同性カップル職員も結婚祝い金 鳥取県、福利厚生認める 

鳥取県が、LGBTなど性的少数者カップルの職員について、異性カップルと同様に、休暇取

得や結婚祝い金などの福利厚生の利用を認める運用を始めたことがわかった。公的な証明

は必ずしも求めない。県は「性的少数者の方に生きやすい社会につながるよう、見本になれ

ば」と話す。 

 

具体的には、結婚休暇や介護休暇の取得、扶養手当や単身赴任手当、結婚祝い金などの受給

が認められる。制度の利用については、公的な書類などがなくても、第三者の証明で認める

こととした。 

 

県人権・同和対策課によると、国内での性的少数者の割合は全人口の５～８%で、少なくと
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も２０人に１人が性的少数者であるとされる。担当者は「AB型の人や左利きの人に会う確

率とほぼ変わらない。周りにいないんじゃない。気付いていないだけ」と指摘する。 

 

(2) 自治体の非正規職員は 4 割弱：自治労調査、４年前より増加 

自治労が全国の自治体職員の人数や労働条件などについて調査したところ、非正規職員が

全体の 38.9％を占め、2016年の前回調査に比べ 6.2ポイント増加したことが分かった。自

治労が調査結果の速報値を公表した。都道府県や政令市などを除いた市町村では４割を超

えた。 

 

職種別にみると、ケースワーカーや看護師などでは正規の比率が高いが、学童指導員や消費

生活相談員はほとんどが非正規だった。自治労の担当者は「非正規職員抜きでは公的サービ

スが成り立たない状況だ。処遇改善を強く求める」と強調した。 

 

(3) ８月の自殺者 大幅増加で１，８００人超―コロナ影響か分析へ 

８月に全国で自殺した人は合わせて１，８４９人で、去年の同じ時期より２４０人以上増え

たことが分かった。国は新型コロナウイルスの感染拡大の影響がないか、分析を進める。 

 

警察庁によると、8月全国で自殺した人は去年の同じ時期に比べて２４６人、率にして１５．

３％増加しました。 

 

男性は６０人増えて１，１９９人、女性は１８６人増えて６５０人となっている。 

 

都道府県別では、 

▽東京都が最も多く、去年の同じ時期より６５人増えて２１０人、 

次いで 

▽愛知県が４６人増えて１１９人、 

▽神奈川県が２７人増えて１０９人、 

▽千葉県が４７人増えて１０７人、 

▽埼玉県が４１人増えて１０５人となった。 

 

(4) 弘前市が性的少数者「パートナー制度」導入検討：東北初 

青森県弘前市は１１日、ＬＧＢＴなど性的少数者のカップルを婚姻に相当する関係として

認める「パートナーシップ宣誓制度」を１２月に導入することを検討していると明らかにし

た。実現すれば、東北で初の導入例となる。 

当事者の申請に基づき自治体がカップルと公認し受領証を発行する。市立病院でパートナ

ーの手術同意の際に活用できたり、保険会社が認めればパートナーの生命保険の受取人に

なれたりすることが期待される。 

対象者を「２人とも市在住で、両者もしくは一方が性的少数者」と規定。同性カップルに限

定せず、トランスジェンダーなど戸籍上は男女のカップルになるケースにも配慮する。 

 



4 

 

市は性的少数者への配慮を掲げ、昨年から一部公的書類の性別欄をなくすなど取り組みを

進めてきた。１５日に制度導入に関する意見公募（パブリックコメント）を始める。 

 

(5) 国内１００歳以上が初めて８万人を超え うち８８％は女性 

国内の１００歳以上の高齢者の数は、「老人の日」の１５日時点で８０，４５０人と、初め

て８万人を超えた。このうち女性は７，９７５人と、全体の約８８％を占めた。 

 

前年同時期から９，１７６人増え、１９７１年（３３９人）以来、５０年連続で過去最多を

更新した。近年は２千～４千人程度の幅で増えてきたが、今回は新たに１００歳となる１９

２０年生まれがほかの年に比べて多かったという。総人口１億２５９３万人（８月１日現在

の概算値）の約０．０６％が１００歳以上という計算になる。 

 

 都道府県の人口１０万人あたりの人数で比べると、島根が１２７．６０人で８年連続で最

も多かった。高知が１１９．７７人、鳥取が１０９．８９人で続いた。最も少ないのは３１

年連続で埼玉で４０．０１人、次いで愛知が４１．７９人、千葉４５．９８人。 

 

厚生労働省 

https://www.mhlw.go.jp/content/12304250/000672203.pdf 

 

https://www.mhlw.go.jp/content/12304250/000672203.pdf

